










1949年 (昭和24年) ７月９日公表の ｢企業会計原則｣ (以下では, 1949年






剰余金処分計算書については, 1934年 (昭和９年) の商工省 ｢財務諸表準
則｣ にも ｢純損益処分計算｣ が損益計算書の区分計算の１つに含まれていた
し, 後に, 剰余金計算書 (Surplus Statement) が外されてしまった1974年
(昭和49年) 版と1982年 (昭和57年) 版の ｢企業会計原則｣ の財務諸表の体
系にも利益処分計算書は含まれていた｡
これに対し, 商工省 ｢財務諸表準則｣ の英訳を基礎としたとされる, 後述
の連合国最高司令官総司令部 (GHQ/SCAP) ｢指示書｣ に ｢剰余金調整計算
書｣ (Surplus Reconcilement Statement) が登場したことを契機として, その
後, 剰余金計算書が1949年版 ｢企業会計原則｣ の財務諸表の体系に含められ




久 保 田 秀 樹
当時の日本企業には理解されなかったという｡ そのため, GHQ/SCAP ｢指
示書｣ の改訂が企図され, その延長線上に ｢企業会計原則｣ が成立した｡ す
なわち, 会計規制の近代化は戦後占領期にスタートした｡
本稿では, GHQ/SCAP ｢指示書｣ の改訂問題から ｢企業会計原則｣ の成
立に至る状況を整理し, 財務諸表の体系に剰余金計算書が含まれた経緯を明
らかにすることによって, 戦後占領期とその後の会計規制近代化について考
察する｡ そして商法改正後, ｢セミの抜け殻｣ と称され, ｢骨抜き｣ にされた
ままの ｢企業会計原則｣ の修正の必要性について言及する｡ なお, 本稿の引
用の一部については, 現代表記に改めている｡
Ⅱ. 商工省 ｢財務諸表準則｣
1930年 (昭和５年) ６月に商工省に臨時産業合理局が新設され, 常設委員
会の１つとして, 財務管理委員会が設けられた｡ 当委員会が最初に着手した
のが ｢事業会社の財産目録, 貸借対照表, 損益計算書及び損益金処分書の内
容を統一, 明確又は精細にすること｣ であり ｢標準貸借対照表｣ 等を未定稿
として公表した｡
その後, 関係各方面からの意見聴取の後, ｢標準貸借対照表｣, ｢標準財産
目録｣ および ｢標準損益計算書｣ の内容を一括し, 確定稿として, 1934年
(昭和９年) に ｢財務諸表準則｣ が公表された｡
商工省 ｢財務諸表準則｣ では, ｢純損益処分計算は損益計算書の外なりと
雖も, 便宜上附属雛形の一部として其の様式を示す｡｣ と断った上で, ｢純損
益処分計算｣ の区分が掲記され, 本文中に ｢第７ 純損益処分計算｣ という
説明があった｡
純損益計算の区分に計上された ｢当期利益金｣ は, 純損益処分計算の区分
で ｢前期繰越利益｣ に合算され, これを ｢積立金｣, ｢株主配当金｣, ｢役員賞
与金｣, ｢後期繰越利益金｣ 等として処分した結果が記載された｡ なお, 当期
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利益金が前期繰越損失より少ないときは, その差額を ｢後期繰越損失金｣ と
して示すこととされていた｡
商工省 ｢財務諸表準則」は, 以下で述べる企画院 ｢財務諸表準則草案｣ の
設定のための基礎となったばかりでなく, 第二次大戦後の ｢企業会計原則｣
に添付された ｢財務諸表準則｣ の原型となった (黒澤1973, 88頁)｡
商工省の財務管理委員会の全員および陸海軍の原価計算要綱等の作成に従
事した関係者の全員が参加して, 財務諸準則統一協議会が, 企画院に設置さ
れた｡ そして, 1941年 (昭和16年) ８月にこの財務諸準則統一協議会によっ
て ｢製造工業貸借対照表準則草案｣, ｢製造工業財産目録準則草案｣ および




これらは, 日本では, 本来商法の課題であった｡ 1931年 (昭和６年) の商法
改正要綱では, 計算書類の様式統一が計画され, 1938年 (昭和13年) の ｢商
法中改正法律施行法｣ 第49条では ｢株式会社の財産目録, 貸借対照表及損益
計算書の記載方法, 其の他の様式は命令を以て之を定む｣ と規定された｡ す
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図表１ 商工省 ｢財務諸表準則｣ の ｢純損益処分計算｣ 区分
純損益処分計算
法定積立金 31,500 00 当期利益金 623,600 00





後期繰越利益金 710,500 00 710,500 00
(商工省 ｢財務諸表準則｣ 損益計算書雛形 [第４号表] より)
なわち, 商法上の計算書類様式の統一化が法定されることになった｡ しかし,
当該命令は長い間, 日の目を見ることがなかった｡
企画院 ｢財務諸表準則草案」には, ｢会社経理統制令｣ 第36条の閣令であ
ると同時に, 商法上の決算書類の様式制定という二重の役割が期待されたが,
確定稿には至らず, 草案のまま終わってしまった｡
Ⅲ. GHQ/SCAP ｢指示書｣ の改訂問題
第二次大戦後, 連合国の占領下において, 主要な商工業会社のほとんどが
｢制限会社｣ に指定された｡ ｢制限会社｣ は, 過去10年分, そしてその後も定
期的に GHQ/SCAPの経済科学局 (ESS) 調査統計部への財務諸表の提出を
要求され, また各種申請書にも財務諸表の添付が必要とされた｡ しかし, 当
時の日本の会計報告書は, 様式も様々で, ｢過去において連合司令部に提出
された報告書を見るに, 会計処理法中, 遺憾な点が甚だ多い｣ (GHQ/SCAP
｢指示書｣ 緒論) というものであった｡
そこで, ESSは, 元東京商科大商業専門部教授で ESS嘱託の村瀬玄に対
して, 商工省 ｢財務諸表準則｣ の翻訳を依頼した｡ ESSの実務担当者であっ
た米国公認会計士ヘッスラー (W. G. Hessler) が, その翻訳を土台にして修
正したものが ｢工業会社及ビ商事会社ノ財務諸表作成ニ関スル指示書｣
(“Instructions for the Preparation of Financial Statements of Manufacturing and
Trading Companies”：以下では ｢指示書｣ と略称する｡) であり (田中編








サープラス・ステートメント (剰余金計算書) です｡ それを 『インストラ






1947年11月に, ヘッスラーは ESS嘱託の橋本雅義を通して ｢指示書｣ の
修正を太田哲三 (東京商科大学教授) に委嘱した｡ その結果, 太田を中心と
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して産業経理協会のなかに, 今井忍 (産業経理協会常務理事), 鍋島達 (産
業経理協会常務理事), 岩田巖 (東京商科大学助教授) および黒澤清 (横浜
経済専門学校教授) 等から成る私設委員会である ｢財務表標準化委員会｣ が
設立され, その審議にとりかかった (黒沢1979b, 98頁)｡ その後, ｢財務表
標準化委員会｣ は, ｢企業会計制度対策調査会｣ の活動に合流したとされる
(番場ほか1974, 67 頁)｡
Ⅳ. ｢企業会計制度対策調査会｣ と ｢企業会計原則｣
1948年 (昭和23年) ５月14日, ｢企業会計制度対策調査会｣ (以下では ｢調
査会｣ と略称する｡) の準備大会としての ｢会計基準および教育会議｣ (Con-
ference on Accounting Standards and Education) が開催された｡ 当会議では,
当時の内閣総理大臣 芦田均宛の ｢建議書｣ (総理庁1948) が提出された｡ こ
の ｢建議書｣ を受けて, 同年６月29日に, 閣議は ｢調査会｣ を経済安定本部
内に設置することを決定した｡








ればならないということになっていた (黒澤1979c, 147頁)｡ 1949年１月28
日付の ｢企業会計基準法(案)｣ 第３条第１項に掲げられた ｢会計五原則」は
以下のようなものであった (『黒澤文庫目録Ⅱ』 整理番号Ⅱ－3, 8)｡





３ 企業会計は, すべての取引につき, 正規の簿記の原則に従って正確な
会計帳簿を作成しなければならない｡
４ 企業会計は, 財務諸表により, 利害関係人に対して必要な会計事実を
明瞭に表示し, 企業の財務の状況に関する判断を誤らせないようにしな
ければならない｡
５ 企業会計は, その処理の原則及び手続を毎期継続して適用し, みだり
にこれを変更してはならない｡
後に, ｢企業会計基準法｣ が不成立になったとき, この ｢会計五原則｣ の
うち ｢２」を除く４つが, 企業会計の一般原則として, ｢企業会計原則｣ の
なかに, 取り入れられた (黒澤1979d, 147頁)｡
｢調査会｣ は, 同年７月16日に第１回総会を開催し, 学界, 実務界, 証券
取引・公正取引・統計の各委員会, 大蔵・商工・農林・運輸・逓信・文部・
建設の各省代表等を含む36名の委員及び幹事９名, 書記３名を選任するとと
もに, ｢調査会｣ 規程等を決定した (経済安定本部1949)｡




総務部会 部会長 内田常雄 (経済安定本部金融局長)
企業会計の基準及び教育に関する恒久的組織を設立するための調査
及び準備並びに各部会に属しない事項の調査




第２部会 部会長 上野道輔 (前掲)
企業会計の教育に関する調査
第３部会 部会長 岩田巌 (前掲)
企業会計の監査基準に関する調査
｢企業会計基準法｣ の草案は, 後に ｢調査会｣ の事務局でまとめられ, 討議
の上, 経済安定本部の幹部会 (経済安定本部長官, 副長官, 各局長および財
政金融局企業課長出席) に提出されたが, ｢企業会計基準法｣ は成立しなかっ
た｡
1949年７月９日, ｢調査会｣ は, 黒澤第１部会長の草案を中心に進められ
てきた研究討議の結果を ｢企業会計原則｣ と ｢財務諸表準則｣ とに分けて中
















(A) 貸借対照表原則 (B) 損益計算書原則 (C) 剰余金計算書原則
・・・・・・・・
(D) 連結貸借対照表原則 (傍点筆者)｣
そして, 剰余金計算書原則について, 黒澤は次のように発言している (企
業会計制度対策調査会1949, 23頁)｡




1949年版 ｢企業会計原則｣ では, 結局, ｢剰余金計算書原則」というセク








































八 剰余金処分計算書には, 利益処分案に従い, 当期未処分利益剰余金























2 税 金 ×××
3 配当金 ×××
4 役員賞与金 ×××










4 ……………… ××× ××××
繰越利益剰余金期末残高 ××××
(貸借対照表記載)
Ⅴ 当期純利益 (又は当期純損失) ××××
当期未処分利益剰余金 ××××
Ⅵ. 証券取引委員会規則第18号と商法 ｢計算書類規則｣
1950年 (昭和25年) には, ｢財務諸表準則｣ を基礎に ｢企業会計原則」の























3 期末残高 ××× ××××
Ⅲ 合併差益
1 当期発生高 ××× ××××
Ⅳ 固定資産再評価益
1 前期繰越高 ×××
2 法定準備金繰入高 (其他処分高) ×××
3 期末残高 ××× ××××
次期繰越資本剰余金 ××××




｢財務諸表規則｣ は, 大蔵省理財局の当時の課長補佐 原秀三によって,
番場嘉一郎, 飯野利夫, 江村稔といった会計学者の援助を受けて作られた
(番場ほか1974, 10頁)｡ これによって, 証券取引法上の財務諸表の様式統一
化が実現した｡
なお, ｢調査会｣ は, 1950年５月に ｢経済安定本部設置法の一部を改正す
る法律｣ の公布によって法制化され, 発展的に解消し, 名称も ｢企業会計基
準審議会｣ に改められた｡ その所掌事項は, (1) 企業会計の基準の設定及び




一方, 商法改正に当たっては ｢企業会計原則｣ が尊重されなければならな
いといっただけでは不十分という理解から, 商法改正についての具体的勧告
として1951年 (昭和26年) に ｢商法と企業会計原則との調整に関する意見書｣
(以下では ｢商法調整意見書｣ と略称する｡) が公表された｡
1952年 (昭和27年) ４月講和条約が発効し, 戦後占領期が終わった｡ 同年
７月行政改革に伴い, 証券取引委員会は廃止された｡ 経済安定本部が経済審
議庁に改組された折に ｢企業会計基準審議会」は, 大蔵省の所管となり, 名
称も ｢企業会計審議会｣ と改められ, 所掌事項もほぼ継承された｡ そして,
経済安定本部の財政金融局のほとんど全員が大蔵省に移った (番場ほか
1974, 7 頁)｡ また, 証券取引委員会の所掌事項は, 大蔵省理財局証券課に
おいて分掌されることになり, 同委員会規則の一部は政令, 一部は省令とし
てその効力を存続することになった｡ 証券取引委員会規則第18号は, 大蔵省
令 ｢財務諸表等の用語, 様式及び作成方法に関する規則｣ となった｡
甲南経営研究 第59巻第１号 (2018.6)
35
｢企業会計原則｣ と共に1949年に公表され, 1954年 (昭和29年) ７月14日
に ｢企業会計原則｣ と同時に修正された ｢財務諸表準則｣ は, ｢企業会計原
則｣ の1963年 (昭和38年) 改正の折には, 修正が見送られ, その後, 有名無
実の存在と化してしまった｡ それは, 大蔵省令としての ｢財務諸表規則｣ の
制定という理由からではなく, 1963年の法務省令 ｢株式会社の貸借対照表及
び損益計算書に関する規則｣, いわゆる ｢計算書類規則｣ の制定によるもの
だったという (黒澤1973, 109頁)｡ すなわち, 第Ⅱ節で述べた ｢商法中改正
法律施行法｣ 第49条に基づく命令による商法上の計算書類の様式統一化が25
年ぶり実現したためであった｡













B 資本剰余金計算の区分は, 株式発行差金 (額面超過金), 無額面
・・・・・・・・・・







1949年版 ｢企業会計原則｣ では, ｢利益剰余金計算書｣ と ｢資本剰余金計
算書｣ とされていたものが, それぞれ ｢利益剰余金計算の区分｣ と ｢資本剰





｢商法調整意見書｣ による勧告の多くは, 商法の1962年 (昭和37年) 改正
と1974年 (昭和49年) 改正に反映された｡ その結果, ｢商法が会計原則のルー
ルを取り入れたその瞬間に会計原則はセミの抜け殻｣ (新井ほか1978, 24頁)
のようになるという事態を招来した (千葉2004, 9 頁参照)｡
因みに ｢企業会計原則｣ は, その後, 商法の1962年改正により1963年 (昭




われた1963年版 ｢企業会計原則｣ では, 第七条は以下のように修正された｡
｢七 利益剰余金計算書は, 一会計期間における利益剰余金の変動を記載



















五 経常利益は, 営業利益に営業外収益を加え, これから営業外費用を控
除して表示する｡
(特別損益)

















｢純利益｣, 1954年版と1963年版では ｢当期純利益｣ とされていたものが,
1974年版では ｢経常利益｣ とされ, 経常利益に前期損益修正益, 固定資産売
却益等の特別利益を加え, 前期損益修正損, 固定資産売却損, 災害による損
失等の特別損失を控除して税引前当期純利益が表示されることになった｡ さ
らに, 当期の負担に属する法人税額, 住民税額等を控除して当期純利益が示


















に省令委任された｡ なお, 当改正では, 2002年３月に, ｢計算書類規則｣,
｢監査報告書規則｣, ｢参考書類規則」等の法務省令を廃止し, これらを新た
に統合した ｢商法施行規則」が制定された｡ これにより ｢計算書類規則」の
根拠規定であった, 第Ⅱ節で取り上げた ｢商法中改正法律施行法｣ の第49条
が削除された (改正附則10条)｡
さらに, 2005年 (平成17年) の会社法の創設で, 会社法は, 計算に関する
問題は ｢一般に公正妥当と認められる企業会計の基準」に委ねる体制をとっ
たことで, 計算面における基本法としての役割を放棄した (武田2008, 31頁
参照)｡ これにより, 会社計算規則 (法務省令) は存在するものの, ある意
味, 会社法本法については, 1962年と1974年の商法改正前の状況に戻ったと
もいえよう｡
また, 2006年 (平成18年) の会社法施行による株主資本等変動計算書とい
う ｢剰余金計算書｣ の導入によって, その意味内容は当期業績主義によるも
のとは異なるものの, 当期純利益が損益計算書のボトムラインとなり, 1949
年版 ｢企業会計原則｣ での姿に再び戻った｡





今でも ｢企業会計原則｣ の一般原則の解説が行われている｡ これは, 一つに
は, かつて財務諸表論の教科書で, 付録として ｢企業会計原則｣ が掲載され
｢企業会計原則｣ の解説が行われていたことの名残ともいえる｡






お, 資産の評価基準については 『企業会計原則』 に定めがあるが, 金融商品
に関しては, 本基準が優先して適用される｡｣ (企業会計基準第10号, para.
1)
なお, 1949年版 ｢企業会計原則｣ の ｢第三 貸借対照表原則｣ において市
場性ある有価証券については, 以下のように規定されていた｡
｢五 B 市場性ある有価証券にして, 一時所有のものは原則として, 時
・
価により評価する｡ 但し, 市場の状況等を勘案し, 適当な減価を
・
考慮して評価することができる｡ (傍点筆者)｣
また, ｢投資｣ については, 以下のように規定されていた｡
｢五 F 投資は, 市場価額の変動にかかわらず, 原則として, 取得原価
又は投資価値で記載する｡
そして, ｢財務諸表準則｣ では, ｢投資｣ について次のように定めていた｡
｢第二十七 投資に属する科目は, 少なくとも, 次の区分により記載する｡
関係会社有価証券, 投資有価証券, 出資金, 長期貸付金, 其の他
の投資｣
したがって, 今でいう ｢売買目的有価証券｣ については時価評価されるこ
とになるが, ｢満期保有目的の債券｣ と ｢子会社・関連会社株式｣ について




財務会計の土台, すなわち, 会社法が放棄した ｢計算面における基本法と
・・・・
しての役割｣ を担うものが, 実務においてのみならず教育においても不可欠
である｡ それ故, 計算面の土台として機能しうるよう, 金融商品, 棚卸資産,
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